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１．はじめに 

航空局は「地震に強い空港あり方(2007)」にて地

震時の空港の役割について、発生後3日以内の緊急輸

送機能などを示した。多くの地域防災計画では空港

が健全であるという想定の下、緊急災害医療チーム

の参集、広域医療搬送などのため、遅滞なく輸送機

が運航できることとしている。これまでに、日数単

位の復旧となる定期旅客機運航について、復旧過程

の経日変化の平均値を示す復旧曲線などの評価方法

は示されてきた。しかし、発生直後から輸送機がど

の程度運航できるか、すなわち地震直後の空港の健

全度合いを評価できる方法が見当たらなかった。 

２．健全度曲線 

性能rは最大離発着数等で平時を1.0とする。性能

閾値sは地震時に最低限必要な性能である。発生から

の経過時間tにおいて、性能rが性能閾値sより健全で

ある確率Pr＞s(t) （以下「健全確率」）は確率密度関

数fR(r|t)、或いは閾値以上であることを示す超過確率

関数GR(r| t)から以下のように求めることができる。 
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 (1)式を健全度曲線とし、図１に概念図を示す。 
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図１ 健全度曲線の概念図 

図２に、地震時の性能閾値を平時性能と同等の1.0

と仮定したあるシナリオ地震の健全度曲線の計算例

を示す。津波警報発令により8時間は運航できず、健

全確率は解除直後0.77、24時間後0.85、72時間後0.95

となる。例えば、0.95は当該シナリオ地震が20回発

生しても19回は平時と同等の健全であることを示す。

パイロット等が地震対策要領におけるタイムライン

を作成する際、その検討を助ける情報となり得る。 
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図２ シナリオ地震の健全度曲線の計算例 

計算過程より貨物ビルと電源局舎が弱点として判

っており、健全性が必ずしも十分でないと考え、両

建物の耐力中央値が20%向上する補強を仮定する。図

２の点線に補強後の健全度曲線を示す。発生8時間後

の健全確率は0.77から0.85に、24時間後は0.85から

0.91に改善する。改善効果が十分か否かは健全確率

の許容値の議論が必要だが、効果の視覚化は対策を

行うか否かの判断に有効な材料になる。 

今後、空港個々の評価に加え、被害の広域同時性

を想定した緊急時の空港連携について、健全確率の

許容値と設計基準のあり方についても検討を進める。 

【参考】 

 国総研資料 No.830 

http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tnn0830.htm 
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成果の活用事例 
 

 

みどりを活用した都市の防災 
・減災の推進に関する研究  
防災・メンテナンス基盤研究センター 緑化生態研究室 
室長 栗原 正夫 研究官 荒金 恵太 

（キーワード）  東日本大震災、防災公園、津波からの緊急避難、帰宅困難者の支援  

 

１．はじめに 

 国土交通省は、阪神・淡路大震災後の1999年に公

表した「防災公園の計画・設計に関するガイドライ

ン（案）」をもとに、地震に起因する市街地火災の

発生時に避難地や防災活動拠点等となる防災公園の

整備を推進してきた。 

 一方、近年の東日本大震災等では、公園の新たな

役割と、防災・減災機能を発揮するための課題が確

認され、教訓を今後の公園計画・設計に活かす必要

がある。そこで本研究では、近年の大規模災害時に

おける公園緑地の防災・減災効果発現事例について、

文献調査等による資料の収集・分析を行うとともに、

国土交通省都市局とともに「防災公園の計画・設計

に関するガイドライン（案）」の改訂を行った。 

 

２．文献収集・整理 

 東日本大震災などを対象に、既往研究や地方公共

団体等の公表資料を収集し、地震災害時における活

用事例や課題などのうち公園緑地に関連する情報を

整理した。資料収集方法としては、通常の文献検索

のほか、地域防災計画データベース（総務省消防庁）、

ひなぎくNDL東日本大震災アーカイブ（国立国会図書

館）などのデータベースを活用した。 

 

３．ガイドラインの改訂 

 ２で文献収集・整理した内容を踏まえ、ガイドラ

インの改訂を行った。改訂のポイントとしては、津

波からの緊急支援避難場所や帰宅困難者の支援とい

った、防災公園の新たな役割を位置づけたことがあ

げられる（写真-1、写真-2）。 

 津波からの緊急避難場所については、高さとアク

セス性を重視する公園配置の考え方を示すとともに、

防災機能を有する公園施設の一つとして、「津波か

らの緊急避難場所となる築山」を位置づけ、迅速か

つ安全な避難を確保するための設計上の留意事項を

示した（写真-3）。 

 また、帰宅困難者の支援については、防災公園の

種別のひとつとして、「帰宅支援場所」を位置づけ、

配置や施設内容に関する考え方を示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．おわりに 

 本ガイドラインは、国総研ＨＰで閲覧可能である

（http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/ 

tnn0857.htm）。今後、地方自治体の公園部局、まち

づくり部局の担当者や、建設コンサルタントの実務

者等に活用いただき、防災公園の効果的な整備が一

層推進されることを期待したい。 
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写真-1 津波からの緊急避難場所となった高台の例 
    （石巻市 日和山公園） 
    出典：国土地理院ＨＰ 

写真-2 東日本大震災発災後に公園内の建築スペースで 

    帰宅困難者を受入れた例（千代田区 日比谷公園） 
    出典：水と緑の市民カレッジ 

写真-3 津波避難のために整備された築山の例 
    （神栖市 中央公園） 
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